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平成２９年度における京都府後期高齢者医療広域連合の主要施策の 

成果報告について 

 

 平成２９年度の京都府後期高齢者医療広域連合の主要施策について、報告いたし

ます。 

 

総括 

後期高齢者医療制度は、急速な少子高齢化、経済の低成長への移行、国民生活や

意識の変化等の大きな環境変化に直面した中、国民皆保険を維持し、誰もが安心し

て医療を受けることができる医療制度を将来にわたり持続可能なものとするために

創設されました。 

京都府後期高齢者医療広域連合は、被保険者に安心して必要かつ適正な医療給付

を受けていただけるよう、基幹業務である資格管理、賦課、給付等に堅実に取り組

むとともに、第３次広域計画に基づき、「健全な財政運営」、「医療費適正化の推進」、

「保健事業の推進」、「個人情報の適正な取扱い」、「連携強化等」の５本柱を基本方

針に据えて、制度運営に努めております。 

一般会計におきましては、市町村と連携した健康づくり推進事業の実施、健康診

査（追加項目）への補助、後発医薬品利用差額通知、医療費通知の実施や療養費支

給申請書の審査等の施策を実施いたしました。 

 この結果、歳入決算額は９億９，８４２万５，４０７円、歳出決算額は９億７，

５５４万７，５８８円で歳入歳出の差引額は２，２８７万７，８１９円となりまし

た。 

この差引額のうち、１，２００万円は財政調整基金に編入し、残額の１，０８７

万７，８１９円は繰越金として平成３０年度に繰り越します。 

 また、特別会計におきましては、若年層からの支援金や国・府・市町村支出金、

被保険者からの保険料などを財源として、保険給付事業を行うとともに、市町村が

実施する健康診査への補助事業などに取り組みました。 

 この結果、歳入決算額は３，４９１億２，４０１万６，８３２円、歳出決算額は

３，３８３億６１３万７，９９６円で歳入歳出の差引額は１０８億１，７８７万８，

８３６円となりました。 

この差引額は繰越金として平成３０年度に繰り越します。 
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一般会計 

歳 入 

広域連合の一般会計歳入は、加入する市町村からの分担金、特別調整交付金等の

国庫支出金、広域連合運営助成費補助金等の府支出金、財政調整基金からの繰入金、

前年度からの繰越金等によって構成されています。 

平成２９年度決算額を前年度と比較しますと、国庫支出金については、６，４７

４万１，１０８円（２２．６％）減少しておりますが、これは主に、人間ドックの

費用助成に係る特別調整交付金が大きく減少したことによるものです。また、繰入

金については、３，９３９万５，０００円（皆増）増加しておりますが、これは主

に、特別調整交付金が大きく減少したことによる財源不足を補てんするために財政

調整基金を取り崩したものです。上記などの理由により、全体として１，７８３万

５，６３１円（１．８％）減となっております。 

 

（一般会計歳入）                        （単位：円、％） 

区 分 予算現額 調定額 収入済額 収入率 構成比 

分担金及び負担金 664,431,000 664,431,014 664,431,014 100.0 66.5  

国庫支出金 219,759,000 222,152,824 222,152,824 101.1  22.3 

府支出金 38,000,000 34,135,000 34,135,000 89.8 3.4 

財産収入 58,000 55,979 55,979 96.5 0.0 

繰入金 39,395,000 39,395,000 39,395,000 100.0 4.0 

繰越金 31,296,000 31,295,267 31,295,267 100.0 3.1 

諸収入 7,121,000 6,960,323 6,960,323 97.7 0.7 

合 計 1,000,060,000 998,425,407 998,425,407 99.8 100.0 
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（款別歳入決算額の対前年度比較）                   （単位：円、％） 

区 分 平成２９年度 平成２８年度 
対前年度比較 

増△減額 増△減率 

分担金及び負担金 664,431,014 664,431,015 △1 0.0 

国庫支出金 222,152,824 286,893,932 △64,741,108 △22.6 

府支出金 34,135,000 32,416,000 1,719,000 5.3 

財産収入 55,979 71,202 △15,223 △21.4 

繰入金 39,395,000 0 39,395,000 皆増 

繰越金 31,295,267 24,686,106 6,609,161 26.8 

諸収入 6,960,323 7,762,783 △802,460 △10.3 

合 計 998,425,407 1,016,261,038 △17,835,631 △1.8 

 

歳 出 

歳出については、例年、経常的に支出している費用に加えて、第３次広域計画に

基づく保険者機能向上の取組を推進するため、次の施策を実施しました。 

 

＜主要施策＞ 

１ 保健事業の充実 

⑴  健康診査（血清クレアチニン検査及び尿酸検査）への補助 

血清クレアチニン検査及び尿酸検査は、腎機能低下を早期発見するためのも

のであり、京都府後期高齢者医療協議会の委員から後期高齢者健康診査の健診

項目に追加すべきとの御意見をいただいことを踏まえ、これらの検査の実施に

要する費用の一部を市町村に対して補助しております。 

なお、健康診査受診率については、前年度から１．５ポイント増加し、２２．

２％となりました。 

 

 

 

 

 

 

※1 平成 25 年度～  ※2 平成 28 年度～ 

 

 

（実施市町村数の実績推移）  
   

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

血清クレアチニン検査  ※1 20 21 23 24 

尿酸検査       ※2 － － 23 24 

[参考] 健康診査受診率 19.2% 20.3% 20.7% 22.2% 
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２ 医療費の適正化 

⑴ 後発医薬品の普及・促進 

薬剤費に係る自己負担及び保険者負担を軽減することを目的として、後発医

薬品の普及・促進に努めました。 

具体的には、平成２６年度から、現在、処方されている薬剤を後発医薬品に

切り替えた場合に、薬剤費の自己負担額がどの程度減額されるかについてお知

らせする後発医薬品差額通知を通知するとともに、後発医薬品を周知するため

のリーフレット及び保険医療機関や保険薬局で後発医薬品への変更希望を伝え

やすくするための希望カードを被保険者証の郵送時に加えて、本通知に同封す

ることで、より効果的な切り替え促進を図っており、後発医薬品利用率は、比

較時期が異なるものの１．２ポイント上昇し、５９．４％となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑵ 療養費の審査 

柔道整復、鍼灸・マッサージ療養費は年々増加傾向にあります。こうした中

にあって、とりわけ鍼灸・マッサージ療養費の誤請求、不正請求を防止するこ

とを目的として、療養費支給申請書の審査について、平成２４年度から民間事

業者に委託して審査を一層強化するとともに、患者照会の重点化、入院レセプ

トと支給申請書との突合の開始など審査・調査の充実化を図っております。 

また、平成２７年度から、ホームページでの療養費の請求ルール等の記載を

充実させ、施術師への指導を強化しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（後発医薬品利用差額通知の実績推移） 

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

年間通知回数（回） 3 2 1 1 

通 知 件 数（件） 平均 7,515 平均 9,736 15,036 14,990 

[参考] 後発医薬品利用率 ※ 47.3% 52.2% 58.2% 59.4% 

※ 各年度 3 月時点、29 年度は 10 月時点 

（柔整、鍼灸マッサージの返戻実績推移）  

  26 年度 27 年度 28 年度 29 年度 

件数（件） 3,481  2,922  3,690  4,436  

金額（円） 86,513,347  66,089,650  90,404,420  129,299,867  
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 ⑶ 医療費通知 

受療状況を確認し、健康に対する意識を高めていただくことを目的として、

柔道整復、鍼灸・マッサージの施術を受けた被保険者に対して、平成２５年度

から開始した医療費通知を年２回送付するとともに、裏面で適正受療に向けた

啓発を実施しております。 

また、平成２７年度下半期から上記内容に加えて、医科、歯科、調剤及び移

送費の受給歴のある被保険者を対象に、医療の記録と実際に被保険者の方が受

けた診療等が一致しているか確認していただけるよう、全ての診療、施術等を

記載した医療費通知を実施しております。 

 

３ 市町村等との連携強化 

⑴ 市町村との連携強化補助金 

被保険者の健康増進と市町村との連携を強化することを目的として、市町村

で実施される被保険者を対象とした健康事業及び広報事業に対する補助を行い

ました。健康事業としましては、健康教室や保健指導、敬老会、食の自立支援

など、また広報事業としましては、健診・人間ドックの受診勧奨、保険料のお

知らせなどの事業について、継続して補助金を交付しております。 

市町村の体制上の課題はあるものの、昨年度に比べ２市町、７７８千円の増

加となりました。 

 

（補助金の交付実績推移） 

 27 年度 28 年度 29 年度 

健康事業 
交付市町村数 16 16 17 

補助交付金額 3,458 千円 3,653 千円 4,135 千円 

広報事業 
交付市町村数 18 20 22 

補助交付金額 3,169 千円 3,856 千円 4,152 千円 

合 計 
交付市町村数 22 22 24 

補助交付金額 6,627 千円 7,509 千円 8,287 千円 

 

 

（医療費通知の実績推移）  

  
27 年度 28 年度 29 年度 

2 月 7 月 2 月 7 月 2 月 

通知件数（件） 303,541 313,832 320,843 327,081 333,233 
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 （一般会計歳出）                          （単位：円、％） 

区 分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 構成比 

議会費 1,587,000 1,292,306 294,694 81.4 0.1 

総務費 996,073,000 973,254,383 22,818,617 97.7 99.8 

民生費 2,400,000 1,000,899 1,399,101 41.7 0.1 

予備費 0 0 0 0.0 0.0 

合 計 1,000,060,000 975,547,588 24,512,412 97.5 100.0 

 

 （款別歳出決算額の対前年度比較）                  （単位：円、％） 

区 分 
平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 決算額 増△減額 増△減率 

議会費 1,292,306 1,163,542 128,764 11.1 

総務費 973,254,383 951,461,926 21,792,457 2.3 

民生費 1,000,899 340,303 660,596 194.1 

予備費 0 0 0 0.0 

合 計 975,547,588 952,965,771 22,581,817 2.4 

 

（性質別歳出）                           （単位：円、％） 

 

 

 

 

 

区 分 
平成２９年度 平成２８年度 

決算額 構成比 決算額 構成比 

人件費 10,731,206 1.1 10,760,937 1.1 

物件費 506,544,821 51.9 499,323,404 52.4 

補助費等 

（うち、市町村へ 

の職員派遣負担金） 

457,194,366 

（160,347,449） 

46.9 

(16.4) 

438,173,127 

（155,987,213） 

46.0 

(16.4) 

積立金 76,296 0.0 4,368,000 0.5 

繰出金 1,000,899 0.1 340,303 0.0 

合 計 975,547,588 100.0 952,965,771 100.0 
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後期高齢者医療特別会計 

歳 入 

歳入は、主に市町村からの保険料等負担金や療養給付費の市町村負担金等の市町

村支出金、療養給付費の国庫負担金や調整交付金等の国庫支出金、療養給付費の府

負担金等の府支出金、社会保険診療報酬支払基金からの後期高齢者交付金、特別高

額医療費共同事業交付金等により構成されております。 

 歳入決算額を前年度と比較しますと、全体としては１０３億４，６４２万８，５

４１円（３．１％）の増加となっております。これは、給付費の増加に対応して、

給付費の一定割合を負担することが制度的に義務付けられている国・府・市町村か

らの療養給付費負担金や社会保険診療報酬支払基金の後期高齢者交付金が増額した

ことによるものです。 

 

（後期高齢者医療特別会計歳入）                        （単位：円、％） 

区  分 予算現額 調定額 収入済額 収入率 構成比 

市町村支出金 58,239,830,000 58,802,114,728 58,802,114,728 101.0 16.8 

国庫支出金 105,984,371,000 111,296,910,516 111,296,910,516 105.0 31.9 

府支出金 28,039,720,000 28,267,635,389 28,267,635,389 100.8 8.1 

支払基金交付金 137,683,186,000 137,935,742,000 137,935,742,000 100.2 39.5 

特別高額医療費共同事業交付金 184,915,000 154,517,937 154,517,937 83.6 0.0 

繰入金 2,400,000 1,000,899 1,000,899 41.7 0.0 

繰越金 8,665,365,000 12,400,207,331 12,400,207,331 143.1 3.6 

諸収入 269,016,000 328,556,514 265,888,032 98.8 0.1 

合  計 339,068,803,000 349,186,685,314 349,124,016,832 103.0 100.0 
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（款別歳入決算額の対前年度比較）                    （単位：円、％） 

区 分 

平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 決算額 増△減額 
増△減

率 

市町村支出金 

（うち保険料） 

58,802,114,728 

(26,351,329,591) 

56,222,065,758 

（24,987,708,946） 

2,580,048,970 

（1,363,620,645） 

4.6 

（5.5） 

国庫支出金 111,296,910,516 107,539,105,655 3,757,804,861 3.5 

府支出金 28,267,635,389 27,241,668,942 1,025,966,447 3.8 

支払基金交付金 137,935,742,000 132,258,014,000 5,677,728,000 4.3 

特別高額医療費 

共同事業交付金 

154,517,937 137,868,541 16,649,396 12.1 

繰入金 1,000,899 340,303  660,596 194.1 

繰越金 12,400,207,331 15,143,085,107 △2,742,877,776 △18.1 

諸収入 265,888,032 235,439,985 30,448,047 12.9 

合 計 349,124,016,832 338,777,588,291 10,346,428,541 3.1 
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歳 出 

歳出につきましては、療養給付費や高額療養費、葬祭費等の保険給付費、府財政

安定化基金拠出金、特別高額医療費共同事業拠出金、市町村が行った健康診査経費

を補助する保健事業費、国・府支出金等の精算に伴う返還金等の諸支出金等で構成

されております。歳出決算額を前年度と比較しますと、主に療養給付費等の保険給

付費の増加によって１１９億２，８７５万７，０３６円の増額（３．７％増）とな

っております。これは主に、被保険者数の自然増やインフルエンザの流行に伴う医

療費の増加に起因するものと考えられ、少子高齢化の進行という社会情勢の中で、

保険給付費は毎年確実に増加する状況にあります。 

 

（後期高齢者医療特別会計歳出）                      （単位：円、％）                 

区 分 予算現額 支出済額 不用額 執行率 構成比 

保険給付費 331,587,446,000 330,881,116,216 706,329,784 99.8 97.8 

府財政安定化基金拠出金 184,171,000 184,171,000 0 100.0 0.1 

特別高額医療費共同事業拠出金 185,215,000 146,702,166 38,512,834 79.2 0.0 

保健事業費 393,003,000 387,545,671 5,457,329 98.6 0.1 

公債費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

諸支出金 6,716,968,000 6,706,602,943 10,365,057 99.8 2.0 

予備費 1,000,000 0 1,000,000 0.0 0.0 

合 計 339,068,803,000 338,306,137,996 762,665,004 99.8 100.0 

 

（款別歳出決算額の対前年度比較）                  （単位：円、％） 

区 分 
平成２９年度 平成２８年度 対前年度比較 

決算額 決算額 増△減額 増△減率 

保険給付費 330,881,116,216 315,891,567,795 14,989,548,421 4.7 

府財政安定化基金拠出金 184,171,000 184,172,000 △1,000 0.0 

特別高額医療費共同事業拠出金  146,702,166 140,718,853 5,983,313 4.3 

保健事業費 387,545,671 334,848,864 52,696,807 15.7 

公債費 0 0 0 0.0 

諸支出金 6,706,602,943 9,826,073,448 △3,119,470,505 △31.7 

予備費 0 0 0 0.0 

合 計 338,306,137,996 326,377,380,960 11,928,757,036 3.7 

 


